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(皿)結 語に代 えて
(1)は じ め に
ここでは,合 併規定について,最 近の立法を,特 に,西 ドイツ新株式法 と
(1)(2)
フラソス新会社法を比較 して探 ってみ たいので ある。
(3)
周 知 の ご と く,西 ドイ ツ,フ ラ ソス,お よ び イ ギ リス も含 め て,会 社 法 の
意味深長な変化がほ とん ど同時的に 生 じている。 各 々の改正理念が同一の
「力」 に よって影 響 され てい るか 否か,な らびに,改 正新法は,ど れほ ど共
通のスタイルや性向を影響 しあっているか等についての比較法的考察は後 日
の研究に待たなければならない。
(1)フ ラ ンス の新 会 社 法 の条 文 は,す べ て,1966年7月24日 成 立 の商 事 会 社 法 と
い わ れ る条 文 で あ る。 そ れ は,山 本桂 一 教 授 ・法 学 協 会 雑 誌83巻5号,83巻7,
8合 併 号,84巻1号 掲 載 に よる もの で あ る。 こ とに84巻1号 に よ る も の で あ る。
(2)この 拙 稿 の プ ロ トタ イ プはGiselaKrause;DieVerschmelzungvonKapital-
gesellschaftenimDeutschenundFranzosischenRecht(1966).によ る もの
で あ り,こ の文 献 に よ る と ころが 大 きい 。
書 評 に よ る と,あ ま り成 功 した 著 書 とは 思 わ れ な い よ うで あ るが,著 者 の意
図 が,ド イ ッ と フ ラ ンス の 物 的 会 社 の 会 社 法 お よび 合 併 に つ い て 考 察 し,い わ
ゆ る ヨー ロ ッパ統 一 会 社 へ の問 題 に 入 ろ うと して い る点 は 興 味 深 い 。(Vgl・Die
AktiengesellschaftNr.11/1966,ss.376,377.ProfessorDr.M.Lutter.)
(3)星川 長 七,法 律 時 報39巻14号111頁 。
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西 ドイツでは,1945年の崩壊後において,新 たな経済的かつ社会的秩序を
組織づけるために 企図された 部分が,株 式法の改正の 要請であった と思わ
れ,そ の改正は社会的かつ経済的理念に相当な影響を特徴づけるものと思わ
れる。さ らに,フ ラソスは従来の法規が時代遅れであ り,多数の散在す る個
別的規制を憂慮 し,断 片的立法を一切法典化 し,散 在的法条を単純化 して,
　
株主 と会社債権者を保護す る努力が重ね られてきた ことを知るのである。イ
ギ リスで も,着実な進展が プラグマテイ ッシュになされ,商 工業で展開され
ゆ
ていた多数 の慣行を改正法案は取 り入れ て きてい ると思われ る。
大陸諸 国の各法規 と並存 して,各 新法へ もその影響 を与 えてい ると思われ
る ヨー ロ ッパ統一へ の動 向 も見逃せ ない ものがあ る。現状 では,各 国の国 内
法的規制 の特性 はその まま意 図され てい るよ うであ るが,む しろ発展 の動 向
は分岐(diverging)する よ りも集合(converging)しつつ ある よ うに も思わ
くの
れる。 「ヨーロッパ諸国は,一 方では諸国が共に有 している特徴を強化する
ことに より,他方では……進歩的国民国家的法理論お よび制度を展開す るこ
とにより,連邦的方向への諸国の会社法を展開 しなけれぽな らないだろ う」
の
とい う見解 さえ伝え られている。この意味か らは,合 併はいわゆ るローマ条
約のテーマの一つであるとさえいわれ,国 境を越えた合併への方向が伺われ
るが,そ うたやすいことではなかろ う。 ヨーロッパ領域内の超大な経済的統
一体を創設す ることが主張されるよ うになってか ら長 くはない。EECの 発
展と法の整備の進展の中で,こ とに,EEC域 内におけ る雄大な統一会社法
の制定動向は,新 たな法現象 として興味のあるところである。法の整備の中
で,EEC域 内の経済的統一体を創設する法的可能性の重要問題 として,国
(4)山 本,前 掲 法 協83巻5号57頁 。
(5)星 川 長 七 著,株 式 会 社 法 の 論 理 と課 題,243頁 以 下,274頁,275頁 。
(6)RabelsZeitschriftfUrauslandischesundinternationalesPrivatrecht
(Rabelsz.)31.Jgl967,H.1s.75ff.
(7)RabelsZ.,a.a.0.,s.76の要 約 。
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境を越えた企業の合併が必要条件にな りつつあることさえ伝え られてい る。
(皿)西 ドイ ツ法 とフ ラ ンス法
西 ドイッもフラソスも,共 に,株 式法ない し会社法を改正す る努力がなさ
れ,完 成 した。 フラソスでは,従 来の法規制が時代遅れであ り,かつ多数の
散在する個別的規制を有 していた。西 ドイツでは,物 的会社の法規に関して
は,旧 株式法(1937年株式法)233条以下の規定に関 して生 じてきた若干の
論争点が問題 とな り,若干の重要な変更および株主保護の強化とい うことを
除いては,合 併規定については旧株式法体系が一貫 して保持 されてきている
(9)
と思われ る。 フラソスの会社法草案 は合併規定 を明文化 し,欠 訣 してい る立
法 の状態 をな くして きた。それに も拘わ らず,合 併 とい う概 念定義,株 主 の
保護 とい う問題については,な お西 ドイ ツ法ほ ど明白ではない よ うに思われ
る。1964年6月18日 の改 正案 は債権者 の法的地位を改正 して,部 分 的には
論争 点が排 除 され整備 されて きてい る。そ して1966年7月24日 遂 に確定的
法律 と して,フ ラソス会社法は成 立 して きてい る。
そ こで,以 下 には,西 ドイ ッとフラ ソスの合併規定 につ いて,若 干 の点を
ロの
比較法的に概説を試みるつ もりである。
(1)合併の概念規定に関連 して
ドイツの1937年株式法(旧株式法)の合併規定は,そ の当時の経済上の需
要に応ぜんとして,著 しい変更を して今 日に至 ったのであるが,西 ドイツ新
株式法草案理由書(1960)では,そ れが 「全体として正 しいこと」が証明さ
く　わ
れた と述べ られている。新株式法は根本的変更を していない。旧株式法に生
じていた若干の争いある問題点を明定 したと思われ る。
(8)ジ ュ リス トNo.384,68頁以 下 。 並 木,欧 州 会 社 法 制 定 の 動 向 。DieAktien-
gesellschaftNr.11/1966,s.377.
(9)西 ドイ ツ株 式 法 草 案 お よび 理 由 書(1960),(慶 応 義 塾 大 学 法 学 研 究 会 叢 書13),
P.426以 下 。
(10)G.Krause,a.a.0.,s.216ff.
(11)前掲,株 式 法 草 案 理 由 書,p・426・
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ドイツ株式法上,合併 とは,消滅会社の財産の持分者(社 員)が,合 一・(合
併)に よって生ずる譲受会社(存 続会社)ま たは新設会社の財産全部の持分
老(社 員)と して存続 し,清 算を排除 して,包 括承継により,二つ またはそ
れ以上の株式会社の財産の合一(合 併)が 生ず る手続である,と いわれてい
(12)
る。合併の本質的要件としては,財 産の合一(包 括承継に よる財産全部の譲
渡),清 算の排除,社 員権の附与(反 対給付 としての株式の附与)の 三つが
く　ヨ　
掲げ られ るのである。 新株式法は,株 式会社は 清算なしに 合一(合 併)さ
れ,吸 収による合併,新 設による合併を規定 し,さ らに,譲 渡会社(消 滅会
社)ま たは合一する会社の一つが解散 していても,そ の会社の継続が議決さ
れ得 るときには,合 併が許 される旨の規定がなされている。清算が排除され
ず,ま たは,代 償が株式で附与 されない場合は,い わゆる財産譲渡(§359ff.
Ak七G)が問題 とな り,同 一性を維持 した 物的会社の組織変更は362条以下
の規定が適用される。
フラソスで も,合 併は会社法の手続であ り,あ る既存の会社がその財産全
部を他の既存の会社へ譲渡す る(吸 収に よる合併)か,二 つまたは,そ れ以
上の会社が合体 して,一 つの新たな会社を設立 し,そ れ らの財産の全部をこ
の新たな会社へ譲渡する(新 設に よる合併)か,の いずれかによって,二 つ
またはそれ以上の会社が彼 らの財産を合一す る。譲渡会社の消滅があ り,社
員への反対給付は株式または持分によってなされるか ら,各 々の会社の社員
の身分は,各 々の会社の権利 と共に,存 続会社(吸 収会社)な い し新設会社
　 ラ
へ引受け られ るとい う定義がなされていた と思われる。
このたびの新会社法では,合 併の規定の制度が法の明文に載せ られること
く　の
に な った。新会 社法371条以下 の規定がそれであ る。
⑱G.Krause,a.a.0.,s。198ff.Vgl,HansWttrdinger,Aktien_undI(onze-
rnrechts.215.§42.
⑱ 現 代 外 国 法 典 叢 書(8>517頁 。G・Krause,a・a・0・,s.199ff.
(1のG.Krause,a.a.0.,s.90,s.198ff.
㈲ 前 掲,法 協84巻1号71頁 以 下 。
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合併の概念規定 としては,西 ドイツ株式法 と比較 してみ ると,そ れほ ど明
白なものではな く,こ とに,清 算の排除 とい うことは明文化されていない。
会社は清算中でも合併の方法により他の会社に吸収 され,ま たは新会社の
設立に参加す ることができると 規定されている(仏 新商371条1項)。その
く　の
ほか,合 併分割の方法で,会 社の資産を既存の会社へ出資し,ま たはこの会
社と共に,新 会社の設立に 参加できる(371条2項)。会社は分割の方法で
も,会 社の資産を新会社に出資す ることがで きる(371条3項)。会社は どの
ような原因によるもので も,そ の解散のときか ら,清算に入 り,法人 として
清算の 目的のために存続することが定め られ(仏新商391条),396条は合併
の方法による他の会社への出資は,以 下の態様により許可 されるものとして
いる。(1)合名会社の場合には社員の全員一致,(2)合資会社においては無限責
任社員の全員一致 および 有限責任社員の人数 お よび 資本における過半数,
(3)有限責任会社においては定款変更のため要求 される過半数,(4)株式会社お
ロわ
よ び 株 式 合 資 会 社 に お い て は,特 別 総 会 の た め 定 め られ て い る定 足 数 お よび
多 数(決)の 条 件 を も っ て,株 式 合 資 会 社 に お い て は,そ の ほ か,無 限 責 任
社 員 の 全 員 一 致 を も っ て,そ れ ぞ れ 許 され る の で あ る 。
こ こに,い わ ゆ る 吸 収 合 併 の通 常 の 経 過 を 西 ドイ ッ新 株 式 法 に 則 っ て み る
と,
① 当 事 会 社 の 取 締 役 に よ る合 併 契 約 の 締 結(§341AktG)
② 当 事 会 社 の 株 主 総 会 の 合 併 決 議(§ §340Abs.1,343AktG)
③ 商 業 登 記 簿 へ の 決 議 の 届 出(§ §184Abs.1188Abs.2i.v.mit§343,
§345AktG)
④ 信 託 受 託 者 の 選 任(§346Abs・2AktG)
⑯DieAktiengesellschaftNr.1/1967,s.16では合併分割 をFusionsabsPaltun9
(fusionscission)とし て,フ ラ ソス の 立 法 者 が,Gemeinschaf七sgrtindung
(jointventures)を立法的に認 めた ことを述べ てあ る。
㈲ 前掲,法 協,83巻7,8合併号,107頁に よれ ば,assemb16eg6n6raleordinaire
を 通 常 総 会,assembl6egen6raleextraordinaireを特 別 総 会,assemb16es
sp6cialesを特種 株主総会 と して訳 され てい る。
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⑤ 資本増加の実行 の届 出(§346Abs・1s・1AktG・§189AktG)
⑥ 商業登記簿へ の登記(§§189,346Abs・1347Abs.IAktG)
⑦ 登記の効果 の発生(§346Abs・3・4AktG)
⑧ 受託者 に よる株式の交換(§346Abs.7AktG)
と手続 の経過を辿 る ことがで きる。 以下には この経過 を辿 りなが ら,若 干の
重要点を まとめて,合 併規定を比較 しよ うと思 う。
(2)合併契約は,両 法 とも締結 しなけれぽ な らない。
新株式法では,合 併契約は合併条件について最終的契 約を譲 渡会社 と譲受
会社(存 続 会社)の 取締役間で なす。裁判所 または公証人 の書面作成 を必要
とす る(§341AktG)。この合併契約 の法的性質は条文 的明 らか に され てい
くゆ
ないが,学 説の見解に よれぽ社団法的契約 といわれる。
他方,フ ラソスでは,従 来か ら会社の契約は双務契約の本質 と異なる性格
ロ　ラ
を示す ものではないとい うことであったが,フ ラソス商法改正案な らびに改
正法か らは,会 社の契約の法的定義は見当らない。取締役会が契約を締結す
ることができる(仏新商98条)は勿論,清 算人 も合併契約を締結℃きると思
われる(仏 新商371条,411条3項)。契約の原案は吸収会社 および 被吸収
会社の所在地の商事裁判所へ付託 され,契 約案は公示の目的 となる(仏 新商
374条)。そ して,合併案は,吸 収される会社の社債権者か らの単純な請求に
基づいて証券の償還が申 し出 られないかぎ り,その会社の社債権者の集会に
付され る(仏 新'商380条第1項)。 なお380条2項は 単純な請求に基づいて
償還が行なわれるとき,吸 収す る会社は,吸 収 される会社の社債権者の債務
者 となる。命令の定める期間内に償還の請求を しなかったすべての社債権者
は吸収会社において 合併契約の定める 条件を もって,そ の資格を 保存す る
(仏新商380条3項)旨 の規定がある。 なお,93条3項に よれぽ合併の場合
には,労 働契約は 合併 された 会社の一つと 締結 した ものとす ることができ
⑱G.Krause,a.a.0.,s.217,s.200.Vgl.H.WUrdinger,a.a.0.,s.215,§42.
⑲G.Krause,a.a.0.,s.201.
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る。
両法上,こ の合併契約(案)の みでは,会 社に対す る拘束力が生ず るもの
ではない ことは一致 している。なお,新 株式法341条2項に相当する規定は
フラソス新商法にはない。
(3)合併は株主総会の決議な しには決定されない。
新株式法340条1項は合併契約は各会社の株主総会が合併契約に同意する
ときには じめて有効 となると規定 している。さらに,同 条2項 は,そ の決議
は議決に際 して 代表 されている質本の少な くとも%の 多数を含む ことを要
し,定款は これ以上の資本の多数お よびその他の要件を加重できる旨規定 し
ている。合併契約書は,株 主総会の招集時か ら,会社の営業場所(本拠)に,
株主の閲覧のため展示され,要 求に より各株主に謄本が交附されなけれぽな
らない し,取締役は議事のはじめに,そ の合併契約を説明しなければな らな
い。 議事録にはその合併契約書が添付されなけれぽならない。 さらに,340
条4項 は,各 株主には,要 求に より,株主総会で,合 併契約が締結さるべ き
その相手方たる会社の合併につき重要な一切の事務について解説が与え られ
る旨を規定 し,少数株主のより一層の保護がなされている。
フラソスでも,合 併は吸収会社および被吸収会社の特別総会によって,決
定され るのであ り,合併は必要がある場合には,会 社の各 々において156条
に定める特殊株主総会の 承認に附 され る(仏 新商376条)。被吸収会社の特
別総会は,合 併 の細 目について,こ とに,吸 収会社によって附与され る反対
給付 としての出資については,計 算検査役の報告をき くことができる(仏 新
商377条)。吸収会社の特別総会は第193条に従 って 現物出資の承認に関 し
て判定する(仏 新商378条)。
フラソスでは,特 別総会のみが一切の規定にわたって定款を変更できるが
(153条1項),153条2項3項に よると,そ の総会は出席 し,ま たは代理さ
れた株主が議決権 を有す る株式につき,最初 の招集では,少 な くとも半数,
第二の招集では 種 を所有す るときにかぎ り,有 効と決議 し,こ の最後の定
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足数が欠けるときは,第 二の総会は,そ れが招集された 日か ら最大限ニヵ月
後の 日に延期することができる。 特別総会は 表明された議決権の%の 多数
で判定す るのである。
(4)附与され る株式について
西 ドイツでは,反 対給付 として附与され る株式は,引 受会社の株式でなけ
　 ラ
ればならない。その株式はあらゆ る種類の株式,優 先株,自 己株 も含めて附
与す ることが可能である。附与される引受会社の株式を株主はいつ,い かに
して受取るかについては,新 株式法339条は,「財産の譲渡」によって 「株式
の附与」を受け ると規定 し,譲 渡会社は 信託受託者を選任 し(§346Abs.2
AktG),その受託者が株式の交換をす る(§346Abs.7AktG)。
一方,フ ラソスでは,出 資株の制度があ り,附与 される株式は出資株でな
けれぽな らない(仏 新商267条)。出資株は商業登記簿への 会社の登記また
は資本の変更の結果の変更の記載の登記,二 年後でなければ,原 簿か ら切 り
離 され ることはできず,か つ 流通 しうるものでは ないとい う規定(仏 新商
278条),ならびに,会 社の合併の場合には,株 式の原簿か らの分離および
その流通の禁止は,合 併の際,株 式会社 および 株式合資会社の 形式の下に
二年以上の存在を 有する会社に 割当て られた 出資株には 適用 されないが,
吸収 された会社の資本が合併の際,一 部は流通 しうる株式により,一部は流
通 し得ない株式に より表象さるときは,以 上の例外は,以 前に流通 しうる株
式により表象され る部分に比例す る数の新株にのみ適用され,吸 収 された会
社である株主の間に割当てられ る株式の配分の場合には,合 併前流通 し得な
い株式を所有する株主は同一の性格を有す る株式を受けるとい う旨の規定が
ある(仏 新商279条)。
西 ドイツ法におけるほど,自 由な処置はできないし,信託受託者の選任 と
い う制度 もない。非常に複雑である。
⑳H.WUrdinger,a.a.O.,s.216.
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(5)財産移転について
新株式法346条3項によると,譲 渡会社の住所(本 拠)の 商業登記簿への
合併の登記 と同時に,こ の会社の財産は,そ の義務 も含めて,譲 受会社(存
続会社)へ 移転 し,そ の際,合 併の当時,い ずれの側か らも完全に履行 され
ていない双務契約に基づき,仕 入義務,供 給義務,類 似の義務が併存 し,そ
れ らが相互に両立 しないか,ま たはその両者を履行することが譲受会社に と
って重大な不公正を意味す る場合には,そ の義務の範囲は,す べての当事老
の契約上の権利 と衡量 して公平に定めることが規定されている。
つま り,譲渡会社の商業登記簿への登記 と同時に,積 極消極の全財産は譲
受会社へ移転す る。いわゆる包括承継に より,財産は原則 として譲渡会社に
属 していたと同じ範囲で譲受会社へ移転 し,譲受套社は譲渡会社に代 って,
く　り
権利者または義務者 となるもの と解 され る。
一方,フ ラソスで も,債権者の保護が明定 されている。381条により,吸
収会社は被吸収会社に代 り,そ の会社の社債権者でない債権者の債務者 とな
る。 この代位は 債権者に対 して 更改をもた らす ものではない旨の 規定があ
る。 さらに,合 併を決定 した特別総会の招集の 日に先立つ債権を有す る吸収
会社,ま た被吸収会社の債権者は,命 令の定めの期間内に,こ の会社に対 し
異議を申し立て られ,裁 判所の決定が異議を棄却 し,ま たは債権の償還ある
いは吸収会社が担保の設定の申出を し,かつ担保が充分であると判定され る
ときは,こ れを命ずることができる(仏 新商381条2項)。債権の償還また
は命ぜ られた担保の設定がないときは,合 併は債権者に対抗できず,ま た,
債権者に より申 し立てられた異議は合併の操作の追行を妨げるものではない
(仏新商381条3項,4項)。 さらに本条は債権者が債務者である会社 と他の
会社の合併の場合,そ の債務の即時の償還を要求 し得る旨の合意 も差支えな
い(仏i新商381条5項)。
⑳ 前 掲,外 国 法 典 叢 書531頁 参 照 。H・Wttrdinger・a・a・0・・s・229ff・
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この規定に よって,な ぜ吸収会社は被吸収会社の法的地位を承継す るか,
問題は法律上当然の譲渡 とい うことで確定 されるものと思われ る。
しか し,吸収会社が被吸収会社の権利や義務をいつ承継す るのか,換 言す
ると,そ の譲渡は,い わゆる会社の外部関係,内 部関係ではういつ有効にな
く　　ラ
るかは,明 確でないようである。
(6)債権者保護規定について
フラソスの規定は,前 述に よる381条の規定に よる債権者保護の規定を設
け,譲 渡会社の債務について,吸 収会社の責任を規定 している。その外に,
242条以下の規定は,責 任を明定 し,合 併の場合にも適用され る。 ことに,
244条は,取 締役は,本 節ならびに,第 五節,第 六節の規定に対する侵害,
あるいは定款違反,あ るいはその管理に当って犯 された過失について,会 社
また第三者に対 し,場合に従 って個人的にまたは連帯 して責任を負 う旨を定
め,数 人の取締役が同一行為に協力するときは,裁 判所は損害の填補におけ
る各人の分担の割合を定めると規定 している。
新株式法では,合 併に関 して,債 権者の保護(§347AktG),譲渡会社の
役員の損害賠償義務 およびその実行(§§349,350AktG),譲受会社の役員
の損害賠償義務(§351AktG)が明定 されている。
すなわち,新 株式法347条により,譲渡会社の債権者には担保が給付せ ら
れなければな らない とい うことによって,債 権者の保護がなされ,次 に譲渡
会社の機関の責任が349条,350条に よって生ず る。 株式法では,譲 渡会社
の機関は,合 併の効力発生 と同時に消滅するか ら,合併により生 じた損害賠
償請求権の主張に関 しては,譲 渡会社は存続す るものとされるのである。そ
の損害賠償の実行にあたっては,手 続上の種 々の弊害を防止す るため,統 一
的に行使することを定めている。新株式法352条によれば,譲 受会社の役員
の責任は,93条,116条,117条,309条,310条,317条および318条に よ
伽Vgl.G.Krause,a.a.0.,s.219.s.134/135.
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って規定 されている。
いずれ も,いわゆ る債権者の保護は十分になされ,そ の法的地位は確定さ
れていると思われる。
(7)合併の無効
新株式法に よれば,謬i渡会社の住所(本 拠)の 商業登記簿への登記 と同時
に,譲 渡会社は消滅する(§346Abs.4AktG)。株主総会の承認決議が,法
律 または定款に違反すれば 取消され うるが(§243AktG),合併決議は,取
消期間内に,取 消されず,ま たは,取 消が既判力をもって棄却されたとき,
登記せ られるのである(§345Abs.2AktG)。
しか し,す でに,譲 渡会社が消滅 して しまった時点の後にも,譲 渡会社の
合併決議の無効を求めることが許され る必要があるので,新 株式法352条で
は,譲 渡会社の合併決議に対 して提起 され る訴は,譲 受会社に対 してなされ
なければな らないと規定 している。
勿論,株 式会社の合併決議が,新 株式法241条に 定める無効原因の要件
が備わるときは,無 効である。 無効確認の訴は 登記後 も可能である(§249
AktG)。
一方,フ ラソスも新商法375条以下に強行法 として定められている規定に
反することは,合 併の無効とな り,西 ドイツ新株式法345条2項に類似す る
規定が設け られ るにいたった(仏 新商法360条以下～370条)。
(8)合併が相互に可能である会社の範囲
新株式法には,合 併の事例が一切規定 してある。 これによると,株 式会社
は相互に合併 されるばか りでな く,他 の種類 の物的会社 との合併が可能であ
る(§§354bis358AktG)。
④ まず,株 式合資会社の合併,お よび 株式合資会社 と株式会社の合併
(§354AktG)が可能である。 吸収に よる合併,新 設に よる合併ができる。
@有 限会社の株式会社 または株式合資会社 との合併(§355・356AktG)
が可能である。有限会社の財産を株式会社または株式合資会社へ譲渡す るこ
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とに よってな され るが,そ の逆はで きない。 この合併は吸収 に よる合併のみ
可 能であ る。
④ 新株式法357条,358条に よる と,権 利能 力あ る鉱山企業 の株式会社
または株式合 資会社 との合併が可能で ある。その逆 はできない。吸収 に よる
合併 のみである。
一 方,フ ラソス新商事法で も,異 なった形 式の会社 の間で,合 併が実現 さ
れ ることを規定 してい る(372条)。
この操作は,当 事会社 の各 々の定款に よ り,そ の定款変 更 のため要求 され
てい る条件で実現 され るが,そ れに も拘わ らず,計 画 された操作 が当該 の一
個 または数個の会社 の社 員 または 株 主の負担を 増加す る効果を 有す るとき
は,そ の社員 または株主の全 員一 致を もってのみ決定す る(仏 新商372条2
項,373条)。
フラソスの個 々的 な会社間の合併可能性は西 ドイ ツ法 よ り広い。
(9)その他,留 意す ることは以下 の ことであ る。
○公示手続 につ いては,い ずれ の法 も,商 業登記制 度を もってい る。
○決算貸借対 照表 お よび評価 原則 の規定は,フ ラソス新商法 にない よ うで
ある。
○フラ ソス新商法では,分 割 についての 規定 が 明定 され てい る(新 商法
382条以下 の規定)。 新株式法では,従 来 と同様,財 産譲渡(§359ff)とし
て実行 で きると思われ る。
○フラソス新法では,転 換社債 の発行 の場 合,社 債権者 の同意な しには,
選択期 内,合 併は有効 にな らない旨の 規定があ る(仏 新商195条,196条,
197条,ことに196条参 照)。
く　ラ
⑩ 新 設 に よ る合 併
㈲ 新 株式法 とフラ ンス会社法 では,株 式会社 の 設立 について 発起人 の 員数5人
(§2・AktG);7人(仏73条),最低資 本金10万DM(§7・AktG);新設会社 の
資 金公募 の場 合50万 法,資 金公募 に よ らない場合10万 法(71条),等 の差違 が
あ り,総 数 引受(§29・AktG・仏75条)払 込請 求額1/4(§36・Abs.2.AktG・仏
75条)は同 じで あ る。
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西 ドイ ツ新株式法では353条に よるが,そ の1項 は,新 設合併について,
340条,341条,344条2項,345条2項,3項,346条2項,5項 か ら7項
まで,347条 か ら350条までを準用 し,合 一 され る各会社 を,そ れぞれ譲渡
会社 と譲受会社 とみ な して規定 している。
合併手続は,吸 収 に よる合併 の場合 と類 似 し,合 似契約お よび株主総会決
議 は,譲 渡会社に必要であ り,次 に,新 会社 の設立 お よび創立総会決議 が必
要 とな るので あ る。
フラ ソス新法 も,371条,372条,373条お よび379条に よ り,新 設 合併 が
な され る。
合併 が新会社 の創設 の方法に より実現 され る ときは,操 作は採用 され る形
式に特有な規定 に従 って設 立 され(仏 新法372条3項),396条が規定す ると
ころに よる。
他の会社へ の出資は,合 名会社 では社員 の全員一致,合 資会社 では無限責
任社員の全 員一 致お よび有限責 任社 員の人数 お よび資本 におけ る過半数,有
限責任会社 では定款 の変更のため要求 され る過半数,株 式会 社お よび株式合
資会社では,特 別総会 のため定め られた定定数 お よび多 数(決)の 条件を も
って,そ のほか株式合資会社では無限責任社員 の全員一 致でな され る必要が
あ る。
(皿)結 語 に 代 え て
詳 しくは,清 算の排除,附 与される株式の種類,合 併 の効力発生時期,社
員権の取得,財 産の分離,無 効の法規整,消 滅会社,債 権者保護規定,公 示
手続規定等について両法の分岐点を検討 しなけれぽならない。上述 したとこ
ろからは,そ の若干を知 り得 るにすぎないが,合 併 自体の概念お よび本質に
ついての見解の相違に帰す るところが大きい ようである。
く　の
かって喜多川教授は以下の趣 旨のことを述べてお られる。
⑳ 喜 多川 篤典著,株 式会社 の法理,272頁,273頁。
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異国の会社間の合併は,一 国の法律はその領域を越えておよびえず,し た
が って他国において会社を設立 した り,設立手続にあずか りえないとされて
いる。合併は消滅会社にとっては簡易な清算方法であ り,存続ない し新設会
社にとっては消滅会社の全株式による,し たがってその全財産を現物出資と
す る会社の設立ないし増資新株発行である。それぞれの課税はそれぞれの会
社の属人法によって処理すれば足 りる。 しか し,存続会社,新 設会社の株主
か らみれば,他 国人を株主 として収容す ることを甘受 しなければな らず,ま
た,消 滅会社の属す る国ではその財産が他国へ流出するといった国家的国民
的セソチメソ トを無視 しえないだろ う。
しか し,純理論的には,異 国間の会社が合併す る別段の障害はないはずで
あると。
周知の如 く欧州会社法が積極的に検討されは じめた理由の一つは,ア メリ
カ巨大企業の重圧に対抗す るための企業の集中合併を行な う必要を身近に感
じていることにあ り,EEC委 員会は会社法が応えるべ き法律問題 として,
会社の活動を共同市場全域に拡大す る問題 と,共 同市場の規模に適合す るよ
うなより大規模な企業を創造することの可能性の問題の二群を検討 している
くゆ
ことが伝えられる。共同市場設立の結果,加 盟国の国境を越えて この企業活
動の促進のため,法 的観点か ら解決さるべ き問題を多 くかかえていることが
伝え られているが,欧 州共同体の基礎であるローマ条約の規定では,国 際的
合併を可能にす るように,各 加盟国は国内法を改正す るように協議す ること
く　 　
を義務づけているといわれ,こ の点,異 国間の会社が合併するとい う理論的
根拠を知るには興味のあるところである。
他国に住所を有する 会社間の合併が 理論的可能性として なされ る 一方,
EEC域 内ではなお 当分の間別 々に 継続 して 展開する 国民国家的型態 とし
て,統 一会社が創設され うるとい うフラソス政府の提案は有力な考え方とな
㈱ ジ ュ リス トNo.384,68頁以下 。
㈱ ロー マ条 約5条2項,ロ ー マ条 約3条h,54条3項 に よれ ば,会 社 法 の同 一 化
が 目的 に あ る。G.Krause,a.a.O.,s.223ff.
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っていることを知 る。いわゆるヨーロッパ型の新会社形態を創設するとい う
この提案は,就 中,法 形態の融合(合 一)が 国境を越えた合併への道を達成
することになることを示す ものであろう。そ こには,超 国家的または純国際
的解決を意図 しているようで もあるが,い かなる法的手段を選ぶか否かに よ
って,国 境を越えた合併の目的達成の問題が存するであろ う。
主張の一つに,会 社法領域への法の統一化がn・-rt条約のGebotである
なら,ま さに,こ の法の統一化は各 々の国内法の特定状態か ら出発 し,各法
規への永続的関与が避けられなけれぽな らないとい うことか らは,結 局のと
く　 　
ころ,個 別的国内法規への 外国法の 継受でもないであろ うとい う主張があ
る。それだか らこそ,妥 協が必要 とされるが,国 際間の合併については,問
題はある国家の会社法の保護規定は,国 際間の住所の変更および合併がある
国内法規によって許されるよ うに,相 互に91eichwerti9であるとい う結果を
もつ法の同一化にあ り,または全EEC域 内の国境内では,い つでも同一類
型 の会社 と合併でき,し か もいつで も他の域内国へその住所を移す ことがで
きるまった く新たな会社法の創設 とい う結果をもつ法の同一化にあるのだろ
(29)
うか。
ローマ条約で規定 されている会社法の統一への作業がほとんど具体的な効
く　ラ
果をもた らしていない一方,加 盟国ではほとんど,会社法の国内法規の改正
作業に従事 していることが伝えられている。国境を越えた合併についてはさ
ておき,西 ドイツ株式法改正後一年 して,フ ランスでは会社法の包括的改正
の作業が商事会社についての法の公布(1966年7月24日)と同時に,終 結
している。 この会社法の包括的改正が,EEC条 約を顧慮 して,完 全に疑い
ないものであるか どうかはわか らない。 しか し,会社法領域へのEEC委 員
会の指令および協定の作業は,こ の会社法改正の影響を素通 りすることはで
⑳RabelsZ.,a.a.O.,s.71.
㈱G.Krause,a.a.0.,s.67.
⑳DieAktiengesellschaf七,Nr.11/1966,s.377.
㈱DieAktiengesellschaft,Nr.1/1967,s.9.
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きないだろ う。
以上は研究の意図として経済の動向に関連する企業の集中合併の法的規制
の動向を知 る一つの階段 として,合 併規定の動向を並列 した。そ こか ら次の
飛躍に役立てたいのである。
